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会 長  猪 口 雄 二 

 

2024 年 10 月 1 日からの長期収載品の選定療養費制度開始に伴う注意喚起 

 

 平素は、全日本病院協会および日本医療教育財団の事業活動につきまして、ご理解・ご協力を賜り厚く御礼申

し上げます。 

さて、10 月1 日から長期収載品の選定療養費制度が開始されます。9 月25 日に厚労省保険局医療課から

資料1 に示す事務連絡「長期収載品の処方等または調剤の取扱いに関する疑義解釈資料の送付について（その

3）」が発出されました。その問１において「入院中の患者以外の患者に対して医療機関が注射を行った場合

も、長期収載品の選定療養の対象となるのか。」との問に対して「長期収載品の選定療養の対象とならない」と

いう解釈が示されました。 

 

これは資料2 に示す、 

① P1、3 月27 日発出の保医発0327 第10 号「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労

働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の

留意事項について」の一部改正について」にてG100：注射がその対象に含まれていたこと。 

② P2、4 月19 日の事務連絡「長期収載品の処方等又は調剤に係る選定療養の対象医薬品について」にお

いて示された対象医薬品に注射薬が含まれていること。 

③ P３、P４に示される7 月12 日発出の保医発0712 第1 号「「診療報酬請求書等の記載要領等につい

て」等の一部改正について」において、注射に関しても内服薬の院内処方の場合と同様、医療上の必要性

の記載が必要と考えられること 

から外来において行われる注射においても、長期収載品の選定療養が発生する（摘要欄へ医療上の必要性に関

するコメント（コード）がない場合には）との疑義に医療課が答えたものです。 

 

外来における注射は選定療養の対象とならないことが9 月25 日の通知ではっきりしました。 

 

問題は、電子カルテ、医事コンピューターのベンダーは、直前に出された本通知の疑義解釈をしらない状況

で10 月1 日から開始される長期収載品の選定療養への対応のためのシステム改修を行っていた可能性が高い

ことです。 

すなわち、外来の注射オーダー時に、医療上の必要性のコメントが入っていない場合、電子カルテ（オーダリ

ング）側から医事コンピューター側にデータが送られる際に、選定療養費を発生させるように修正プログラムが

作られている可能性があります。 

その場合、対象の長期収載品の注射を外来で行った場合、患者に選定療養費を請求する形で医事コンピュータ

ーが患者自己負担額を計算してしまう可能性があります。 

 

会員各位におかれましては、病院の電子カルテ（オーダリングシステム）および医事コンピューターの修正

内容を至急確認いただきますとともに、本通知の疑義解釈「注射に関しては選定療養の対象とならない」に従

い、適切に対応いただきますようお願いいたします。 

 

 問合先：(公社)全日本病院協会事務局（担当：久下、山崎、飯村） 

〒101-0061  東京都千代田区神田三崎町1-4-17 東洋ビル11 階 

TEL：03-5283-7441  E-mail: iryouhoken@ajha.or.jp  

mailto:iryouhoken@ajha.or.jp


事 務 連 絡 

令和６年９月 25 日 

地 方 厚 生 (支 )局 医 療 課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）  御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 (部 ) 

厚生労働省保険局医療課 

長期収載品の処方等又は調剤の取扱いに関する 

疑義解釈資料の送付について（その３） 

長期収載品の処方等又は調剤に関する事項については、「「療担規則及び薬担

規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併

用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項について」」

（平成 18 年３月 13 日保医発第 0313003 号）の第３の 30 においてお示ししてい

るところであるが、今般、その取扱いに係る疑義解釈資料を別添のとおり取りま

とめたので、その取扱いに遺漏のないよう、保険医療機関・薬局、審査支払機関

等に対し周知徹底を図られたい。 

【資料1】



（別添） 

1 

【入院中の患者以外の患者に対する注射について】 

問１ 「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定

める掲示事項等」及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医

薬品等」の実施上の留意事項について」の一部改正について」（令和６年

３月 27 日保医発 0327 第 10 号）において、「別表第一区分番号Ｃ２００

に掲げる薬剤」及び「別表第二区分番号Ｇ１００に掲げる薬剤」が選定療

養の対象となるとされているが、入院中の患者以外の患者（往診又は訪問

診療を行った患者も含む）に対して医療機関が注射を行った場合も、長期

収載品の選定療養の対象となるのか。 

（答）長期収載品の選定療養の対象とはならない。 

なお、在宅自己注射を処方した場合については、「長期収載品の処方等又

は調剤の取扱いに関する疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年

７月 12 日厚生労働省保険局医療課事務連絡。以下「疑義解釈その１」とい

う。）問９に記載するとおり、長期収載品の選定療養の対象となる。 

 

【医療上の必要性について】 

問２ 疑義解釈その１問１の②において、「当該患者が後発医薬品を使用した

際に」とあるが、後発医薬品の添付文書において、当該患者への投与が禁

忌とされている場合も、実際に当該患者に使用したうえで判断する必要

があるのか。 

（答）後発医薬品の添付文書において禁忌とされている患者に対しては、当該後

発医薬品を使用したうえで判断する必要はなく、この場合は疑義解釈その

１問１の②に該当するとみなして差し支えない。 

 

問３ 複数の医薬品を混合する際、後発医薬品を用いると配合変化により薬

剤が分離する場合であって、長期収載品を用いることにより配合変化が

回避できるときは、医療上の必要性があると認められるか。 

（答）疑義解釈その１問１の④に該当するため、医療上の必要性があると認めら

れる。 

 

 

 



保医発0327第10号 令和6年3月27日

「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定め

る掲示事項等」及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医

薬品等」の実施上の留意事項について」の一部改正について

P37～P38

別表第一：医科
C200：在宅医療
F200：投薬
G100：注射

別表第二：歯科
別表第三：調剤

…

院内で行う注射についても
この制度の対象になる？

【資料2】



令和6年4月19日事務連絡

⾧期収載品の処方等又は調剤に係る選定療養の対象医薬品について

内服薬

注射薬

全1095品目：内服薬773品目・注射薬159品目・外用薬163品目

選定療養の
対象医薬品の
リストに注射
薬も入ってい
る



保医発 0712第 1号 令和6年7月12日

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について

医・歯・調 - P27～29

…
…

…
院内処方で選定療養の場合

院外処方で医療上必要な場合

院内処方で医療上必要な場合
も同様か？

院内で行う注射についても
コメントが必要か？



保医発 0712第 1号 令和6年7月12日

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について

「別表Ⅰ」医科

院内処方、院外処方、及び注射で選定療養の対象とならない場合は
医療上必要がある場合（①～④）又は後発医薬品を提供することが

困難な場合のコメントが必要



保医発 0712第 1号 令和6年7月12日

「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について

「別表Ⅰ」調剤
院外処方で医療上必要がある場合の

調剤薬局側の記載要領では医療上必要の
詳細なコメントは求められていない
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